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機に、

なっている。国では、急速な少子化・人口減少に歯止めをかけ 地域全体で子育て支援をする機運を高めていく。また、こども

るため「こども未来戦略」を閣議決定し、2024年度からの3年 の居場所について、こどもの居場所ネットワークを核として、

間で、集中的に取り組む「加速化プラン」を打ち出した。家庭 情報発信、支援企業等との連携強化など、ネットワーク内にお

や子育てに夢を持ち、次世代の社会を担う子どもを安心して生 ける相互作用を活性化させ、こどもの居場所づくりの機運醸成

み育てることができる環境を整備し、子育てに誇りと喜びを感 を図る。

じることのできる社会の実現が求められている。 　こども家庭センターの本格稼働へ向けて、母子保健と児童福

　核家族化、共働き世帯の増加、コロナ禍が明けた等の影響に 祉の連携や一体的な相談体制の強化し、切れ目のない子育て支

より、児童虐待件数は増加傾向にあるほか、ヤングケアラーな 援を実施していく。また、ヤングケアラーに関しては、支援体

ど多機関連携による支援が必要となってきていることから、庁 制を確立し、庁内・関係機関と連携して支援をしていく。

内や関係機関と連携を強化し、支援を検討していく必要がある

。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 6年 6月21日 作成部局名 こども健やか部 担当部局名 健康福祉部

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

子育て支援課

01
子どもが健やかに育ち、いきいきと輝けるまち

福祉保健センター

保育幼稚園課

01
子育て支援の充実

心理的、経済的な問題により、子どもを産み育てることへの不安を抱えている状況を解消し、戸田市で子育てする全ての家

庭が、安心して楽しく子育てができることを実感できる環境を整備します。

こども家庭相談センター事業

こどもの生活支援事業

こどもの居場所づくり事業

子育て支援事業

合計特殊出生率 女性が15～49歳の間で出生数の推計値
1.48 1.3 1.13 1.06

(調査結果の公表を受け適宜入力 )

子育てがしやすいと感じて 市民意識調査の過去3回分から算出
％ 77.3 68.3 74.8 － 67

いる市民の割合 (増加率の平均値（年1.5%）を加算 )

子どもとゆったり過ごす時 4か月健診の健康診査必須項目
％ 88 84.4 85.2 87.3 86.6

間がある母親の割合 (2次「健やか親子21」の全国平均値 )

子どもとゆったり過ごす時 1歳8か月健診の健康診査必須項目
％ 79 76.8 78.8 80.3 76.9

間がある母親の割合 (2次「健やか親子21」の全国平均値 )

子どもとゆったり過ごす時 3歳6か月健診の健康診査必須項目
％ 73 70.5 72.1 70.5 74

間がある母親の割合 (2次「健やか親子21」の全国平均値 )

　日本における2023年の合計特殊出生率は、1.20と過去最低と 「戸田市地域で子育て支援を推進する条例」の施行を契

91



02 児童福祉事務費　（子育て支援課）

児童福祉事務費

任
意

22,379 ニーズ調査結果、若者向けアンケー

34,342 ト等を基に、第３期子ども・子育て

－ － １ ○ － － － － 予01 01 03 02 01 02 01 59,106 支援事業計画（仮称）を策定する。

※予算編成用シート（指標等 58,567

未設定） 21,193

06 児童手当支給事業　（子育て支援課）

児童手当支給事業

法
定

2,236,273 国の「こども未来戦略」に基づき、

2,804,987 児童手当の所得制限の撤廃、高校生

－ － １ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 法01 01 03 02 02 06 01 3,677,745 までの拡充、多子世帯への加算対応

3歳未満の子は一律月額15,00 587,781 を行う。

0円、小学校修了前までの第1 8,841

07 こども医療費支給事業　（子育て支援課）

乳幼児医療費支給事業

任
意

338,638 埼玉県の制度改正により、「乳幼児

374,792 医療」と「こども医療」の区分がな

－ － ８ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ01 01 03 02 02 07 01 371,024 くなったことに伴い「こども医療費

乳幼児の入院及び通院時の保 263,174 支給事業」と統合するため、事業終

険診療扱い分の医療費の助成 11,052 了とする。

戸

こども

田

医療費支給事業

任
意

4

市

70,872 令和６年

施

７月診療分から、支給

策

対象

561,995 年

評

齢を「18歳」まで拡

価

大。また、埼

－ ○ ４ ○

シ

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ02 01 0

ー

3 02 02 07 02 6

ト

15,459 玉県の制

作

度改正により「乳幼児

成

医療

義務教育就学児の

日

入院及び通 578,8

令

75 費支給事業」と統

和

合する。

院時の保険診

 

療扱い分の医療 11,

6

052

08 小

年

児慢性特定疾病児童等

 

日常生活用具給付事業

6

　（子育て支援課）

月21

小児

日

慢性特定疾病児童等日

作

常

義
務

579

生活用具

成

給付事業 573

－ － １

部

○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 義01 01

局

03 02 02 08 01

名

573

在宅の小児慢性

こ

特定疾病児童 287

に

ど

対する日常生活用具の

も

給付 455

健やか部 担当部局名 健康福祉部

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０６年度（事業費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０６年度（人件費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

【企画財政部コメント】

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

「戸田市地域で子育て支援を推進する条例」の施行を通じ、子育てを地域全体で支援する環
境の機運を高めるとともに、多様な子育て支援事業を推進し、一定の成果が見られている。
引き続き、子ども応援プロジェクト関連業務の更なる推進を図るとともに、「こども家庭セ
ンター」における児童福祉と母子保健との連携強化による相談機能の一元化を着実に進めて

Ｂ
いく。また、「こども未来戦略」に基づき、必要とされる事業を着実に実施していく。

4,663,199 ↑ 5,627,499 ↓ 5,593,363 → 5,593,363
子ども応援プロジェクト関連業務の着実な実施とともに、「こども未来戦略」に掲げられる新たな少子化対策に対し、本市の実情に即した
施策の実施を図っていく。

188,139 → 188,139 → 188,139 → 188,139
子ども応援プロジェクト関連業務の着実な実施が求められる中、国が掲げる少子化対策への新たな対応の推進や、母子保健部門との連携強
化による「こども家庭センター」の機能強化、地域子育て相談機関等の児童虐待対応策の推進へ向けて、必要なマンパワーの増加も視野に
入れていく。
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健

動向を見据え、新

婚化

や

・晩婚化の進行への対

か

策 1,040 たな事業

部

の検討を進める。

担当部

産前産

局

後支援ヘルプサービス

名

任
意

3,794

事業 5

健

,537

－ － １ ○ Ａ Ｂ

康

Ｂ Ａ Ｂ03 01 03 0

福

2 02 15 03 5,5

祉

37

家事援助（掃除、

部

洗濯、買い 5,537

５

物、食事の準備等）及

．

び育児 1,950

事

97 子育て世帯生

務

活支援特別給付金支給

事

事業　（子育て支援課

業

）

の検討

子育て世帯生活支援特

【

別給付

任
意

165,0

一

48 国の予算に基づく

般

、令和５年度単年

金支

会

給事業 0 度事業である

計

。

－ － ９ ○ － － － － 終

】

98 01 03 02 02

（

97 98 0

①児童扶養

単

手当受給者等（低 0

所

位

得のひとり親世帯） 0

：

02 児童扶養

千

手当支給事業　（子育

円

て支援課）

）

事務

児童扶養手当

事

支給事業

法
定

312,

業

476

333,508

評

－ － １ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 法0

価

1 01 03 02 03 0

の

2 01 349,772

結

満18歳の年度末（一

果

定の障害 233,65

担

2

のある児童は20歳

当

）までの児 6,891

部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

10 地域子ども・子育て支援事業　（子育て支援課）

地域子育て支援拠点事業

義
務

64,736

36,315

－ ○ １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 義01 01 03 02 02 10 01 36,315

①子育て中の親子の交流、ふ 28,926

れあい、つどいの場を提供す 5,981

ファミリー・サポート・セン

義
務

7,637

ター事業 8,878

－ ○ １ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 義02 01 03 02 02 10 02 8,878

協力会員及び依頼会員の相互 2,960

援助活動における調整及び活 975

14 こどもの居場所づくり事業　（子育て支援課）

こどもの居場所づくり事業

任
意

9,285 こどもの居場所ネットワークを核と

1,700 して、団体等との連携を強化してい

－ － １ ○ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ01 01 03 02 02 14 01 1,700 く。

①地域で子育て支

戸

援を推進す 1,700

田

る条例の制定と施策の

市

推進 1,625

施

15 子育て応援事業

策

　（子育て支援課）

評価シ

出産

ー

祝い子育て応援ギフト

ト

事

任
意

9,141 令和

作

６年度から少子化対策

成

事業に移

業 8,806

日

管

－ － ８ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 終

令

01 01 03 02 02

和

15 01 0

令和５年４

 

月１日以降に出生 0

し

6

たこどもがいる子育て

年

世帯 0

 6月

少子化対策事業

任

2

意

4,896 多子世帯

1

応援クーポン事業の終

日

了後

94 、令和６年度

作

から出産祝い子育て応

成

－ － ４ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ0

部

2 01 03 02 02 1

局

5 02 9,148 援ギ

名

フト事業の移管を受け

こ

るととも

少子化の要因

ど

の一つである未 9,1

も

48 に、今後は、国の
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健

母子生活支援施設入

や

所事業

法
定

42,50

か

0 母子保護のため継続

部

76,232

－ － １ ○

担

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 法01 01 0

当

3 02 03 01 01 7

部

6,232

経済的に困

局

窮する母子家庭に 17

名

,176

住居の提供及

健

び生活指導を行 2,6

康

00

福祉部

助産施設入所事業

法

５

定

998 母子保護のた

．

め継続

1,650

－ －

事

１ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 法02 0

務

1 03 02 03 01 0

事

2 1,650

経済的に

業

困窮していて、入院 4

の

07

・分娩の費用を捻

検

出すること 585

討

05 ひとり親家庭

【

等支援事業　（親子健

一

やか室）

般会計

ひとり親家庭等

】

支援事業

義
務

4,97

（

7 ひとり親家庭等の生

単

活安定のための

7,6

位

80 支援として継続

－

：

○ １ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ 義01

千

01 03 02 03 05

円

01 7,680

自立支

）

援教育訓練給付金は教

事

2,132

育訓練講座

務

を受けた場合の費 2,

事

925

業評価

養育費の保証促進

の

補助金事業

任
意

0 こど

結

もの養育環境の促進の

果

ため継続

150

－ － １

担

○ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ02 01

当

03 02 03 05 02

部

150

養育費の受取に

局

ついて、当事 38

者以

の

外に第三者を介し、養

評

育 650

価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

03 ひとり親家庭等医療費支給事業　（子育て支援課）

ひとり親家庭等医療費支給事

任
意

61,333 令和５年１月診療分から県内一斉現

業 68,900 物給付化への対応。

－ － １ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ01 01 03 02 03 03 01 68,847

医療保険制度で医療にかかっ 49,971

た場合に、医療費の自己負担 5,786

04 遺児手当事業　（子育て支援課）

遺児手当事業

任
意

5,586

6,228

－ － １ ○ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 03 02 03 04 01 6,851

市内に住民登録され、１年以 6,851

上居住している遺児の保護者 2,275

09 こども家庭相談事業　（親子健やか室）

こども家庭センター事業

義
務

33,810 児童福祉と母子保健が一体化したこ

48,552 ども家庭センターの運営や関係機

戸

関

－ － １ ○ Ａ Ｂ Ａ Ｂ 義

田

01 01 03 02 02

市

09 01 48,552

施

との相互連携の強化を

策

推進していく

月～金曜

評

日の午前９時から午 3

価

1,919 。

後５時ま

シ

での間に、家庭及び 4

ー

5,507

1

ト

3 子どもの生活支援事

作

業　（親子健やか室）

成日 令

子

和

どもの生活支援事業

任

 

意

46,003 こども

6

の貧困対策としての居

年

場所や

52,249 学

 

習支援等の強化を図る

6

ため継続

－ － １ ○ Ａ Ｂ

月

Ｂ Ｂ Ａ01 01 03 0

2

2 02 13 01 52,

1

249

家族や経済面に

日

事情があり家 25,9

作

80

庭での学習が困難

成

な子どもや 6,241

部

01 母子生活

局

支援施設・助産施設入

名

所事業　（親子健やか

こ

室）

ども
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健

健診事業

義
務

＜（再掲

や

）について＞

本事業は

か

、他の施策を主たる施

部

策として構成する事

0

担

3 01 04 01 06 0

当

1 03 務事業ですが、

部

一部が本施策にも寄与

局

するため「再

①４か月

名

児健診　②１歳児健 掲

健

の事務事業」として、

康

参考に掲載しています

福

。

診　③１歳８か月児

祉

健診（法 ※事業内容は

部

、当該事務事業評価シ

５

ートを参照

．事務事業の検

R5決算額 R6計画額

討

R7予算額
計（千円）

【

事業費 3,989,0

一

14 4,663,19

般

9 5,627,499

会

うち一般財源 1,55

計

0,099 1,750

】

,844 1,980,

（

591

事業の方向性：

単

１現状で継続　 ２拡大

位

して継続 ３縮小して継

：

続　　　４他事業と統

千

合　　　５休止　　　

円

６その他見直し

７令和

）

7年度で終了 ８令和6

事

年度で終了 ９令和5年

務

度で終了

事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

01 親子保健事業　（親子健やか室）

子育て支援事業

任
意

141,912 産婦への給付を継続し、産後ケア事

222,332 業の全産婦への拡大、妊産婦が利用

－ ○ ２ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ａ04 01 04 01 06 01 04 222,332 できるアプリの導入などを進め、情

①子育て世代包括支援センタ 73,610 報提供や孤立防止を図り、安心して

ー　②妊婦保健指導　③こん 36,861 子育てができる環境を整えていく。

04 子育て支援センター事業　（保育幼稚園課）

子育て支援センター事業

義
務

6,141

7,699

－ － １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 義01 01 03 02 02 04 01 7,699

子育て家庭への支援活動の企 1,900

画調整、及び子育て広場、子 13,652

01 親子保健事業　（親子健やか室）

（再掲）親子保健事業

任
意

＜（再掲

戸

）について＞

本事業は

田

、他の施策を主たる施

市

策として構成する事

0

施

1 01 04 01 06 0

策

1 01 務事業ですが、

評

一部が本施策にも寄与

価

するため「再

※予算編

シ

成用シート（評価除 掲

ー

の事務事業」として、

ト

参考に掲載しています

作

。

外事業） ※事業内容

成

は、当該事務事業評価

日

シートを参照

令和

（再掲）妊婦健

 

康診査事業

義
務

＜（再

6

掲）について＞

本事業

年

は、他の施策を主たる

 

施策として構成する事

6

02 01 04 01 06

月

01 02 務事業ですが

2

、一部が本施策にも寄

1

与するため「再

妊婦健

日

康診査に関わる事務。

作

掲の事務事業」として

成

、参考に掲載していま

部

す。

健診内容の検討、

局

委託医療機 ※事業内容

名

は、当該事務事業評価

こ

シートを参照

ども

（再掲）乳幼児
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ていくとともに、各地域で実施している支部活動を通じて、

・地域が抱える生活課題を解決していくために、地域住民が主 幅広い世代の市民に対し、地域福祉の意識啓発や活動参加への

体的に課題解決に取り組む意識の醸成が必要である。 きっかけづくりを行っていく。

・地域の支えあい、助け合いを進めるために、地域活動の担い ・新しい地域福祉政策担当が福祉保健センターに設置されたこ

手を育成する必要がある。しかし、地域福祉の担い手である民 とから、当該担当が社会福祉協議会との連携をより一層深め、

生委員を確保することが難しい状況となっている。 庁内関係課との調整役を担っていく。

・地域福祉の推進に向けては、社会福祉協議会及び民生委員と

庁内関係課とが円滑に連携していく必要がある。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 6年 6月20日 作成部局名 健康福祉部 担当部局名 こども健やか部 環境経済部 市民生活部

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

福祉総務課（廃止） 福祉保健センター

03
共に生き、支え合い、安心して暮らせるまち

くらし安心課

市民課

協働推進課 児童青少年課

10
地域福祉の推進

文化スポーツ課

経済戦略室

地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、誰もが住み慣れた地域で安心して生き生きと暮らしていける地域づく

りを推進します。

地域福祉推進事業

福祉支援事業

西部福祉センター管理運営費

東部福祉センター管理運営費

新曽福祉センター管理運営費

上戸田地域交流センター管理運営事業

社会福祉推進事業

相談者を支援につなげた件 福祉総合相談窓口における相談件数
件 87 59 121 185 96

数 (延べ件数 )

民生委員相談件数 民生委員が相談を受けた件数
件 912 887 692 629 1,029

地域福祉の支援の満足度 支援に満足している市民の割合
％ 19.4 18.5 23 - 24.1

(市民意識調査 )

・単身世帯の増加や未婚率の上昇、少子高齢化や核家族化の進 ・誰もが安心して暮らすことができる社会の実現を目指して、

行などにより、地域コミュニティの希薄化が進んでいる。 第５期地域福祉計画を礎とし、社会福祉協議会や市民との協働

・子ども、高齢者、障がい者も含めた全ての人が認め合い、助 による施策を推進していく。

け合いながら、安心して暮らすことができる社会の実現に向け ・地域福祉の担い手の育成は、社会福祉協議会との連携を強化

て施策を展開する必要がある。 し
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。また、人員配置については、再任用職員を含め適切な配置・運用を行っていく。

01 葬祭助成事業　（市民課）

葬祭助成事業

任
意

48,130 高齢化に伴う申請数増加により、事

49,449 業規模は拡大の見込みである。近隣

－ － ２ ○ Ｂ Ａ Ａ Ｂ Ｂ01 01 02 01 15 01 01 51,921 市における葬祭の負担軽減策や事業

葬祭主宰者の申請に基づき、 51,921 を取り巻く環境変化を注視しつつ、

１人につき一律５万円を助成 2,600 現行水準の助成を継続する。

02 社会福祉総務事業　（生活支援課）

福祉支援事業

任
意

10,440 福祉的な援助を行い、市民が安定・

11,146 自立した生活を送れるように支援し

－ － １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ02 01 03 01 01 02 02 11,146 ていく。

・一時的に住宅に困窮した市 10,711

民に住宅を提供する。 3,706

地域福祉推進事業

任
意

87,833 関係課や社会福祉協議会と連携しな

82,089 がら地域福祉計画の進行管理を進め

－ － １ ○ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 03 01 01 02 01 82,089 ていく。

・地域福祉計画の進行管理を 82,068

行う。 20,738

07 社会福祉推進事業　（福祉保健センター）

社会福祉推

戸

進事業

任
意

17,53

田

5 民生委員や保護司活

市

動を支援するこ

19,

施

994 とにより、市民

策

の個別具体的な課題

－

評

－ １ ○ Ａ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ01

価

01 03 01 01 07

シ

01 19,994 解消

ー

を図っていく。

・地区

ト

民児協の指導と連絡調

作

9,406

整・研修及

成

び行事への参加・ 7,

日

151

02 西

令

部福祉センター管理運

和

営費　（福祉保健セン

 

ター）

6年 

西部福祉センター

6

管理運営費

任
意

38,

月

532 今後の施設の方

2

向性や機能のあり方

4

0

7,301 については

日

、市民及び時代のニー

作

ズ

－ ○ １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

成

01 01 03 01 06

部

02 01 47,301

局

を把握しながら、関係

名

部局と協力し

高齢者や

健

多世代向けの交流事 4

康

6,332 て検討して

福

いく。

業を実施し、「

祉

いこいの室」 10,5

部
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担当部局名 こども健やか部 環境経済部 市民生活部

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０６年度（事業費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０６年度（人件費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

【企画財政部コメント】

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

・福祉総合相談窓口は、適切な関係機関へのつなぎが実施され、福祉に関する様々な相談に
対応する体制が構築されており、目標値を達成した。
・民生委員相談件数は、コロナ禍からの回復もあり、目標を達成した。
・地域福祉の支援の満足度は、目標値を達成している。

Ｂ
以上のことから進捗状況は予定通りである。

428,479 ↑ 430,896 ↑ 433,492 ↑ 436,212
今後の予算の方向性については、現在のところ大幅な増減はなく、現状維持となっているが、福祉総合相談窓口の委託規模を拡大する場合
には、事業費の増加を検討する。また、社会福祉協議会への助成については、事業内容や市との役割を整理し、引き続き助成内容の精査を
行う。各福祉センターは、老朽化が進んでいるが利用者が安全に利用できるように施設設備の点検を行い、計画的に修繕を実施する。

75,282 ↓ 75,217 → 75,217 ↓ 75,087
今後の人員の方向性については、現在のところ大幅な増減はなく、現状維持となっているが、新規事業や事業拡大などが発生した際には、
市による直営か業務委託などが望ましいかの検討を行う
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祉

た住民 2

の遺族に対し

部

、災害弔慰金の 65

担

01 災害援護資

当

金貸付金　（福祉保健

部

センター）

局名 こ

災害援護資金

ど

貸付金

法
定

0 ※予算編

も

成用シート（評価除外

健

事業

1 ）

－ － １ ○ － －

や

－ － 予01 01 13 0

か

2 01 01 01 1

自然

部

災害により、世帯主が

環

負 1

傷を負い、又は住

境

居、家財等 65

経

01 笹目コミュニテ

済

ィセンター管理運営費

部

　（協働推進課）

市民

（再掲）笹

生

目コミュニティセ

任
意

活

＜（再掲）について＞

部

ンター管理運営費 本事

５

業は、他の施策を主た

．

る施策として構成する

事

事

01 01 02 01 1

務

8 01 01 務事業です

事

が、一部が本施策にも

業

寄与するため「再

指定

の

管理者である笹目コミ

検

ュ 掲の事務事業」とし

討

て、参考に掲載してい

【

ます。

ニティ協議会に

一

よるセンター ※事業内

般

容は、当該事務事業評

会

価シートを参照

計

02 新曽南多世代交

】

流館管理運営事業　（

（

協働推進課）

単位

（再掲）新曽南

：

多世代交流館

任
意

＜（

千

再掲）について＞

管理

円

運営事業 本事業は、他

）

の施策を主たる施策と

事

して構成する事

01 0

務

1 02 01 18 02 0

事

1 務事業ですが、一部

業

が本施策にも寄与する

評

ため「再

指定管理者制

価

度の導入により 掲の事

の

務事業」として、参考

結

に掲載しています。

、

果

より多くの市民に施設

担

を活 ※事業内容は、当

当

該事務事業評価シート

部

を参照

02 文

局

化会館管理運営費　（

の

文化スポーツ課）

評価

（再掲）文

大

化会館管理運営費

任
意

事

＜（再掲）について＞

業

本事業は、他の施策を

中

主たる施策として構成

事

する事

01 01 02 0

業

1 17 02 01 務事業

事

ですが、一部が本施策

務

にも寄与するため「再

事

文化会館の効果的かつ

業

効率的 掲の事務事業」

名

として、参考に掲載し

事

ています。

な管理運営

業

※事業内容は、当該事

区

務事業評価シートを参

分

照

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

03 東部福祉センター管理運営費　（福祉保健センター）

東部福祉センター管理運営費

任
意

45,280 今後の施設の方向性や機能のあり方

52,701 については、市民及び時代のニーズ

－ ○ １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 03 01 06 03 01 52,646 を把握しながら、関係部局と協力し

高齢者や多世代向けの交流事 49,456 て検討していく。

業を実施し、「いこいの室」 11,117

04 新曽福祉センター管理運営費　（福祉保健センター）

新曽福祉センター管理運営費

任
意

49,689 今後の施設の方向性や機能のあり方

57,480 については、市民及び時代のニーズ

－ ○ １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ01 01 03 01 06 04 01 57,480 を把握しながら、関係部局と協力し

高齢者や多世代向けの交流事 53,138 て検討していく。

業を実施し、「いこ

戸

いの室」 13,002

田

01 上戸田地

市

域交流センター管理運

施

営事業　（福祉保健セ

策

ンター）

評価シ

上戸田地域交流

ー

センター管理

任
意

99

ト

,824 誰が利用しや

作

すい地域コミュニティ

成

運営事業 101,58

日

7 活性化の拠点として

令

、適切に運営し

－ ○ １

和

○ Ａ Ｂ Ｂ Ａ Ｂ01 01

 

03 01 07 01 01

6

101,587 ていく

年

。

・上戸田地域交流セ

 

ンター・ 101,47

6

3

上戸田地域交流広場

月

とも指定 2,925

2

01 災害救助費

0

　（福祉保健センター

日

）

作成部

災害救助費

法
定

0 ※予

局

算編成用シート（評価

名

除外事業

4 ）

－ － １ ○

健

－ － － － 予01 01 0

康

3 04 01 01 01 4

福

自然災害により死亡し
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祉

務事業」として、参考

部

に掲載しています。

守

担

等の施設管理業務全般

当

※事業内容は、当該事

部

務事業評価シートを参

局

照

01 プリム

名

ローズ管理運営事業　

こ

（児童青少年課）

ども

（再掲）プ

健

リムローズ管理運

任
意

や

＜（再掲）について＞

か

営事業 本事業は、他の

部

施策を主たる施策とし

環

て構成する事

01 01

境

03 02 05 01 01

経

務事業ですが、一部が

済

本施策にも寄与するた

部

め「再

事業目的を達成

市

するための各 掲の事務

民

事業」として、参考に

生

掲載しています。

種講

活

座等の実施。育児に関

部

す ※事業内容は、当該

５

事務事業評価シートを

．

参照

02 こど

事

もの国管理運営事業　

務

（児童青少年課）

事業

（再掲）こ

の

どもの国管理運営

任
意

検

＜（再掲）について＞

討

事業 本事業は、他の施

【

策を主たる施策として

一

構成する事

01 01 0

般

3 02 05 02 01 務

会

事業ですが、一部が本

計

施策にも寄与するため

】

「再

事業目的を達成す

（

るための各 掲の事務事

単

業」として、参考に掲

位

載しています。

種講座

：

等の実施。育児に関す

千

※事業内容は、当該事

円

務事業評価シートを参

）

照

01 青少年

事

育成事業　（児童青少

務

年課）

事業

（再掲）青少年の居場

評

所事業

任
意

＜（再掲）

価

について＞

本事業は、

の

他の施策を主たる施策

結

として構成する事

03

果

01 10 04 03 01

担

03 務事業ですが、一

当

部が本施策にも寄与す

部

るため「再

市内公共施

局

設に指導員を配置 掲の

の

事務事業」として、参

評

考に掲載しています。

価

して青少年の居場所と

大

して開 ※事業内容は、

事

当該事務事業評価シー

業

トを参照

中
事
業

事

R5決算額 R6計画

務

額 R7予算額
計（千円

事

） 事業費 397,26

業

3 421,752 42

名

4,169
うち一般財

事

源 386,778 40

業

0,307 404,5

区

08

事業の方向性： １

分

現状で継続　 ２拡大し

R

て継続 ３縮小して継続

5

　　　４他事業と統合

決

　　　５休止　　　６

算

その他見直し

７令和7

額

年度で終了 ８令和6年

強

度で終了 ９令和5年度

靱

で終了

化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

01 スポーツ施設管理費　（文化スポーツ課）

（再掲）スポーツ施設管理費

任
意

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 10 05 02 01 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

スポーツ施設予約システム管 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

理・運用、中町テニスコート ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

01 スポーツセンター管理運営費　（文化スポーツ課）

（再掲）スポーツセンター管

任
意

＜（再掲）について＞

理運営費 本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 10 05 03 01 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

スポーツ施設の貸し出し、ス 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

ポーツ教室の開催 ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

01 観光事業　（経

戸

済戦略室）

田市

（再掲）観光振興

施

事業

任
意

＜（再掲）に

策

ついて＞

本事業は、他

評

の施策を主たる施策と

価

して構成する事

01 0

シ

1 07 01 04 01 0

ー

1 務事業ですが、一部

ト

が本施策にも寄与する

作

ため「再

観光振興事業

成

の支援 掲の事務事業」

日

として、参考に掲載し

令

ています。

フィルムコ

和

ミッション事業 ※事業

 

内容は、当該事務事業

6

評価シートを参照

年

04 福祉保健セン

 

ター管理運営費　（福

6

祉保健センター）

月2

（再掲）福

0

祉保健センター管

任
意

日

＜（再掲）について＞

作

理運営費 本事業は、他

成

の施策を主たる施策と

部

して構成する事

01 0

局

1 04 01 01 04 0

名

1 務事業ですが、一部

健

が本施策にも寄与する

康

ため「再

①警備、清掃

福

業務及び設備保 掲の事
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祉部 担当部局名 こども健やか部 環境経済部 市民生活部

５．事務事業の検討 【特別会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

01 交通災害共済事業　（くらし安心課）

交通災害共済事業

任
意

2,530 引き続き周知を実施していく。なお

4,087 、今後の事業の方向性等については

－ － １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ01 07 01 01 01 01 01 4,087 、加入者の推移を踏まえ、事業の見

加入しようとする者が掛金を 0 直しについても検討していく。

添えて申し込み、加入者が交 1,625

火災共済事業

任
意

1,049 引き続き周知を実施していく。なお

2,640 、今後の事業の方向性等については

－ － １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ01 10 01 01 01 01 01 2,640 、加入者の推移を踏まえ、事業の見

加入しようとする者が掛金を 0 直しについても検討していく。

添えて申し込み、火災により 1,625

戸田市 施策評

R5決算額 R

価

6計画額 R7予算額
計

シ

（千円） 事業費 3,5

ー

79 6,727 6,7

ト

27
うち一般財源 3,

作

579 0 0

事業の方向

成

性： １現状で継続　 ２

日

拡大して継続 ３縮小し

令

て継続　　　４他事業

和

と統合　　　５休止　

 

　　６その他見直し

７

6

令和7年度で終了 ８令

年

和6年度で終了 ９令和

 

5年度で終了

6月20日 作成部局名 健康福
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向上させる。

・火災予防について、市民の火災予防意識の向上と建築物に対 ・火災予防に対する意識の普及啓発のため、住宅用火災警報器

する適切な指導等を行うことが重要である。 の設置及び点検を推進するとともに、適正な建物検査や指導を

実施し、火災予防体制の強化を図る。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 6年 6月20日 作成部局名 消防本部 担当部局名

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

消防本部総務課

04
安全な暮らしを守るまち

予防課

警防課

15
消防・救急体制の強化

火災や大規模災害、特殊災害から市民の安全を守るとともに、救急患者への迅速な対応などを行うために、消防・救急体制

の強化を図り、市民が安心して生活できるようにします。

消防職員人材育成事業

救急業務推進事業

警防業務推進事業

消防活動施設整備維持管理事業

消防車両等整備維持管理事業

火災による死傷者数 火災による年間死傷者数
人 8.7以下 8.7 9 2 1

(自損行為を除く )

１ヵ月後生存率(心原性心 心原性心肺機能停止傷病者(市民目撃)
％ 24以上 24 32 20 21

肺機能停止傷病者) (1ｶ月後の生存割合 )

救急車の現場到着平均時間 救急車の現場到着平均時間
分 6.7以下 6.7 7.4 7.8 7.4

・火災や事故、風水害等の各種災害に備え、迅速かつ的確に対 ・職員に対する研修受講や資格取得の機会を提供し、限られた

応するための消防力の維持、強化が求められている。 人的資源を最大限発揮できる組織を構築する。

・経年劣化した施設、設備、車両等の更新整備と大規模災害、 ・施設、設備、車両、資機材等の更新、維持管理を行い、消防

感染症等に対応できる資機材の充実が必要である。 体制の充実強化を図る。

・応急手当の重要性の理解促進と市内各所に設置されているＡ ・各種救命講習の受講者数の増加を図り、バイスタンダーによ

ＥＤを誰もが使用できる環境づくりが重要である。 る応急手当実施率を
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消防職員厚生事業

義
務

29,806

22,027

－ － １ ○ Ａ Ａ Ａ Ｂ 義01 01 09 01 01 03 01 22,848

消防職員委員会及び衛生委員 22,848

会の開催、深夜勤務従事者（ 2,340

04 消防職員人材育成事業　（消防本部総務課）

消防職員人材育成事業

義
務

7,354

6,663

○ － １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 義01 01 09 01 01 04 01 7,866

消防学校・大学校における基 7,866

礎的知識・技術の習得（初任 3,576

03 消防庁舎・消防団施設管理事業　（消防本部総務課）

消防庁舎・消防団施設管理事

義
務

54,752

業 61,806

○ － １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 義01 01 09 01 03 03 01 49,661

消防庁舎、消防団詰所に関す 49,661

る各種業務委託、維持管理、 7,021

東部分署改築事業

任
意

48,307 令和８年度供用開始を目指し、重点

86,470 的に事業を実施する。

○ － １ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ02 01 09 01 03 03 02 972,378

東部分署改築事業に関する各 972,378

種業務委託及び工事等を実施 1,625

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 6年 6月20日 作成部局名 消防本部 担当部局名

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０６年度（事業費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０６年度（人件費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

【企画財政部コメント】

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

119番通報及び救急出場等、消防の需要が増加傾向にあるため、人員の確保、人材育成によ
る組織の強化を図っていく。消防・救急体制の充実・強化、火災予防体制の強化等の事業実
施については、予定通りに進捗している。東部分署の改築に係る設計業務を着実に進めると
ともに、通信指令室の移設及び通信指令システムの更新も並行して進めていく。

Ｂ

427,271 ↑ 1,229,733 ↑ 2,421,985 ↓ 478,971
東部分署改築等工事、通信指令室の移設及び通信指令システムの更新等にかかる費用の増加が見込まれる。

76,647 → 76,647 → 76,647 ↓ 75,022
救急を中心に消防需要が増加傾向にあるため計画的に増員を図る。東部分署改築等工事、通信指令システム更新等に関する業務量の増加が
見込まれる。

02 消防事務管理事業　（消防本部総務課）

消防事務管理事業

任
意

6,296

6,919

－ － １ ○ － － － － 予01 01 09 01 01 02 01 6,551

予算管理シート 6,204

9,426

03 消防職員厚生事業　（消防本部総務課）
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部

両等整備維持管理事業

担

　（警防課）

当部局

消防車両等

名

整備維持管理事業

義
務

５

83,813

115,

．

065

○ － １ ○ Ａ Ａ Ａ

事

Ａ 義01 01 09 01

務

03 02 01 48,0

事

00

老朽化した消防車

業

両について 48,00

の

0

は、車両更新計画に

検

基づき計 4,226

討

01 消防団運営

【

活動事業　（消防本部

一

総務課）

般会

（再掲）消防団運営

計

活動事業

義
務

＜（再掲

】

）について＞

本事業は

（

、他の施策を主たる施

単

策として構成する事

0

位

1 01 09 01 02 0

：

1 01 務事業ですが、

千

一部が本施策にも寄与

円

するため「再

団員報酬

）

・退職報奨金の支給 掲

事

の事務事業」として、

務

参考に掲載しています

事

。

、分団運営交付金の

業

交付、消 ※事業内容は

評

、当該事務事業評価シ

価

ートを参照

の結果 担

R5決算額 R6計

当

画額 R7予算額
計（千

部

円） 事業費 339,7

局

09 427,271 1

の

,229,733
うち

評

一般財源 339,23

価

0 328,716 1,

大

225,291

事業の

事

方向性： １現状で継続

業

　 ２拡大して継続 ３縮

中

小して継続　　　４他

事

事業と統合　　　５休

業

止　　　６その他見直

事

し

７令和7年度で終了

務

８令和6年度で終了 ９

事

令和5年度で終了

業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

05 火災予防推進事業　（予防課）

火災予防推進事業

義
務

3,077

3,520

○ － １ ○ Ａ Ａ Ｂ Ｂ 義01 01 09 01 01 05 01 3,520

火災予防広報、火災調査、り 2,631

災証明の発行、立入検査、建 39,006

06 救急業務推進事業　（警防課）

救急業務推進事業

義
務

14,445

18,048

○ － １ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ 義01 01 09 01 01 06 01 15,624

救急業務に係る資機材の整備 12,418

、救急救命士の専門教育及び 4,226

07 警防業務推進事業　（警防課）

警防業務推進事業

義
務

8,341

11,637

○ － １ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ 義01 01 09 01 01 07 01 11,637

水火災及び地震等の災害時に 11,637

おける消火・救急及び救助の 975

08 緊急援助活動推進事業　（警防課

戸

）

田市 施

緊急援助活動推進事業

策

法
定

275

685

－ －

評

１ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ 法01 0

価

1 09 01 01 08 0

シ

1 685

緊急消防援助

ー

隊としての必要 685

ト

資機材の整備を図る。

作

また、 1,950

成

01 消防活動施設

日

整備維持管理事業　（

令

警防課）

和 6

消防活動施設整

年

備維持管理事

任
意

83

 

,243 東部分署建替

6

事業に併せ通信指令シ

月

業 94,431 ステム

2

の全部更新を図る。

○

0

－ １ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ Ｂ01

日

01 09 01 03 01

作

01 90,963 また

成

、引き続き消防水利の

部

適正な維

消防救急デジ

局

タル無線及び高 90,

名

963 持管理を行って

消

いく。

機能消防通信指

防

令システムの 2,27

本

5

02 消防車
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価 (助言反映件数÷案件数 )

　都市マスタープランに沿った都市基盤を計画的に推進すると 　都市計画マスタープラン等の諸計画について、土地利用の動

ともに、土地利用の動向や社会情勢の変化などに対応する必要 向や社会情勢の変化などに伴い、定期的な見直しを実施してい

がある。また、市街地の形成に当たっては、地区の特性を考慮 く。

するとともに、市全体の均衡ある発展に配慮する。 　北戸田駅前地区については、拠点商業地にふさわしい駅前交

　市内３駅周辺については、駅周辺にふさわしい良好な景観を 通広場等の施設整備を進めるとともに、ウォーカブルな賑わい

創出し賑わいのあるまちづくりと土地利用を図る必要がある。 空間を創出する取組みを推進していく。また、戸田市バリアフ

　少子高齢化が進む中、高齢者、障がい者等の移動等の円滑化 リー基本構想に基づき、特定事業計画の進捗管理、推進協議会

の促進に関する法律の一部を改正する法律が2019年4月に施行 への報告及び情報共有を図り、対象施設におけるバリアフリー

され、バリアフリー化の推進が求められている。しかしながら 化を促進させる。

、施策指標において当該年度の数値が低い結果であったため、 　土地区画整理事業については、事業計画期間内の完了を目指

各施設の管理者が協力しながら、バリアフリーの確保を効果的 すとともに、雨水整備計画の見直し・変更を行う。

かつ着実に実施していく必要がある。 　新曽中央地区については、権利者などの理解と協力を得なが

　土地区画整理事業等による市街地整備については、効果的か ら計画的に事業を推進する。

つ計画的に事業を推進することが必要とされる。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 6年 6月21日 作成部局名 都市整備部 担当部局名

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

都市計画課

05
快適に過ごせる生活基盤が整備されたまち

建築住宅課

まちづくり区画整理室

21
快適で秩序ある美しい市街地の形成

地域の特徴を活かした都市基盤整備を進めるとともに、地区計画等の制度を活用した土地利用の規制・誘導を図ることによ

り、快適で秩序ある市街地の形成を目指します。また、戸田市の特色を活かした美しい魅力的なまち並みの創出により、次

世代につながる良好な景観の形成を目指します。

都市計画推進事業

景観形成推進事業

駅周辺整備推進事業

新曽中央地区都市整備事業

川岸・美女木向田地区都市整備事業

宅地整備事業（新曽第一土地区画整理事業）

宅地整備事業（新曽第二土地区画整理事業）

計画的なまちの整備がされ 整備がされていると感じる市民の割合
％ 26.3 23.3 27.9 － 28.5

ていると感じる市民の割合 (市民意識調査 )

良好な景観が保たれている 保たれていると感じている市民の割合
％ 26.2 24 30.4 － 36.1

と感じている市民の割合 (市民意識調査 )

バリアフリーが確保されて 確保されていると感じる市民の割合
％ 31.1 30.1 32.5 － 28.8

いると感じている割合 (道路や駅、公共施設のバリアフリー )

バリアフリー化事業の進捗 特定事業計画における事業種別進捗率
％ 95 78.8 － － 84.7

　※R5から評価

都市景観ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの助言 都市景観ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰによる助言反映率
％ 79 58 － － 78.7

反映　※R5から評
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都市計画推進事業

任
意

8,702 土地利用の動向等に応じて、諸計画

12,788 の見直しを定期的に実施していく。

－ － ２ ○ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ02 01 08 04 01 02 02 29,541

土地利用の状況等を鑑みた都 26,651

市計画の見直し、地区の特性 9,752

まちなかウォーカブル推進事

任
意

20,775

業 20,234

－ － ２ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ03 01 08 04 01 02 03 2,324

３駅周辺の取組みとして北戸 1,324

田駅周辺を皮切りに、鉄道沿 13,002

03 景観形成推進事業　（都市計画課）

景観形成事務費

任
意

114

233

－ － － ○ － － － － 予01 01 08 04 01 03 01 233

第2次景観計画に基づく景観 233

形成を推進するため、都市景 7,151

景観形成推進事業

任
意

8,347 良好な景観形成に寄与する制度を運

11,395 用し、適切な助言指導を引き続き実

－ － １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ02 01 08 04 01 03 02 10,405 施していく。

都市景観アドバイザー制度や 9,672

三軒協定制度を活用し、市民 12,352

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 6年 6月21日 作成部局名 都市整備部 担当部局名

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０６年度（事業費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０６年度（人件費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

【企画財政部コメント】

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

バリアフリーの確保に係る施策指標は目標値を下回ったが、それ以外については各関連施策
を予定どおり進めていることもあり、施策指標目標値を達成している。
今後も、諸計画の見直しや整備手法の検討を進めるなど、効果的、効率的に関連事業を推進
していく。

Ｂ

4,472,810 ↑ 6,515,638 ↓ 5,031,828 ↓ 4,056,705
予算の方向性については、関連事業の各事業計画により年次毎の事業費に変動はあるが、計画に基づき確実に事業を推進していくためには
予算確保が必要である。また、充当財源である国庫補助金についても最大限の確保に努め、有効に活用していく。

209,722 → 209,722 → 209,722 → 209,722
効果的、効率的に関連事業を推進するためにも、一定数の人員確保は必要であり現行の人員体制を維持していく必要がある。

02 都市計画推進事業　（都市計画課）

都市計画事務費

任
意

1,609

1,709

－ － － ○ － － － － 予01 01 08 04 01 02 01 5,909

都市計画推進事業のための事 5,908

務経費。 9,752
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備

整

任
意

26,839 整

部

備計画に基づき、事業

担

を継続する

備事業 4,

当

351 。

○ － １ ○ Ｂ Ｂ

部

Ｂ Ｂ Ｂ01 01 08 0

局

4 03 04 01 4,3

名

51

川岸地区（川岸２

５

丁目の一部 3,600

．

地域）は、住宅市街地

事

総合整 2,860

務

01 新曽第一土地

事

区画整理事業　（まち

業

づくり区画整理室）

の検討

新曽

【

第一土地区画整理事業

一

任
意

31,090 快適

般

な住環境を維持すると

会

ともに、

54,814

計

道路交通の円滑化を図

】

る。

－ ○ １ ○ Ａ Ａ Ｂ Ｂ

（

Ｂ01 01 08 04 0

単

4 01 01 121,5

位

62

　事業地内の管理

：

地及び区画 76,56

千

2

街路の維持管理を行

円

う。 8,126

）

02 新曽第二土地区

事

画整理事業　（まちづ

務

くり区画整理室）

事業評

新曽第

価

二土地区画整理事業

任

の

意

17,076 快適な

結

住環境を維持するとと

果

もに、

18,034 道

担

路交通の円滑化を図る

当

。

－ ○ １ ○ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

部

01 01 08 04 04

局

02 01 20,146

の

　事業地内の管理地及

評

び区画 20,146

街

価

路の維持管理を行う。

大

　 1,625

事

03 新曽第一土地区画

業

整理事業特別会計繰出

中

金　（まちづくり区画

事

整理室）

業

事務

新曽第一土地区

事

画整理事業特

任
意

85

業

7,847

別会計繰出

名

金 916,390

－ －

事

１ ○ － － － － 予01 0

業

1 08 04 04 03 0

区

1 1,707,641

分

※予算編成用シート（

R

指標等 1,707,6

5

41

未設定） 520

決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

02 駅周辺整備推進事業　（都市計画課）

駅周辺整備推進事業

任
意

583 施策指標の目標達成を目指し、バリ

2,090 アフリー特定事業の進捗管理を行い

－ ○ １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 08 04 03 02 01 832 、バリアフリーの促進を図る。

駅前地区については、官民協 832

働による計画的なまちづくり 6,501

04 開発指導事業　（建築住宅課）

開発指導事業

任
意

545 良好な都市環境に寄与する宅地開発

1,046 指導条例条例等について、適切な指

－ － １ ○ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 08 04 01 04 01 1,046 導を引き続き実施していく。

都市計画法（開発許可制度） 304

や宅地開発事業等指導条例に 14,952

01 建築審査事務費　（建築住宅課）

建築審査事務費

義
務

844 法令に基づき、審査等を適切

戸

に実施

962 していく

田

。

－ － １ ○ Ａ Ｂ Ａ Ｂ 義

市

01 01 08 05 02

施

01 01 962

建築基

策

準法第４条第２項に基

評

203

づく限定特定行

価

政庁として、 10,3

シ

37

03 新曽

ー

中央地区都市整備事業

ト

　（まちづくり区画整

作

理室）

成日 令

新曽中央地区都市

和

整備事業

任
意

59,3

 

67 整備方針に基づき

6

、事業を継続する

16

年

8,319 。

○ － ２ ○

 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 0

6

8 04 03 03 01 3

月

00,871

　新曽中

2

央地区の住環境の向 1

1

69,544

上を図る

日

ため、地区まちづく 9

作

,556

04

成

川岸・美女木向田地区

部

都市整備事業　（まち

局

づくり区画整理室）

名 都市

川岸

整

・美女木向田地区都市
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備部 担当部局名

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

04 新曽第二土地区画整理事業特別会計繰出金　（まちづくり区画整理室）

新曽第二土地区画整理事業特

任
意

448,312

別会計繰出金 303,051

－ － １ ○ － － － － 予01 01 08 04 04 04 01 705,109

※予算編成用シート（指標等 705,109

未設定） 520

01 都市計画道路前谷馬場線整備事業　（まちづくり区画整理室）

（再掲）都市計画道路前谷馬

任
意

＜（再掲）について＞

場線整備事業 本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 08 04 02 01 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

　歩行空間と都市環境の確保 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

に向けて、用地取得に必要な ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

戸田市 施策

R5決算額 R6計

評

画額 R7予算額
計（千

価

円） 事業費 1,482

シ

,050 1,515,

ー

416 2,910,9

ト

32
うち一般財源 1,

作

437,659 1,4

成

03,266 2,72

日

7,729

事業の方向

令

性： １現状で継続　 ２

和

拡大して継続 ３縮小し

 

て継続　　　４他事業

6

と統合　　　５休止　

年

　　６その他見直し

７

 

令和7年度で終了 ８令

6

和6年度で終了 ９令和

月

5年度で終了

21日 作成部局名 都市整
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備

算編成用シート（指標

部

等 284,068

未設

担

定） 195

0

当

1 長期債利子　（まち

部

づくり区画整理室）

局名

５

長期

．

債利子

任
意

3,779

事

3,848

－ － １ ○ －

務

－ － － 予01 12 03

事

01 02 01 01 3,

業

300

※予算編成用シ

の

ート（指標等 3,30

検

0

未設定） 195

討

01 予備費　（ま

【

ちづくり区画整理室）

特別会

予

計

備費

任
意

0

300

－ －

】

１ ○ － － － － 予01 1

（

2 04 01 01 01 0

単

1 300

※予算編成用

位

シート（指標等 300

：

未設定） 65

千

01 一般管理費　（ま

円

ちづくり区画整理室）

）

事務

一

事

般管理費

義
務

915

2

業

,384

－ － １ ○ － －

評

－ － 予01 15 01 0

価

1 01 01 01 2,7

の

70

※予算編成用シー

結

ト（指標等 2,740

果

未設定） 6,826

担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

02 一般管理費　（まちづくり区画整理室）

一般管理費

任
意

6,781

35,227

－ － １ ○ － － － － 予01 12 01 01 01 02 01 7,836

※予算編成用シート（指標等 7,805

未設定） 7,151

01 調査設計費　（まちづくり区画整理室）

調査設計費

任
意

19,317 適切な土地区画整理事業推進のため

27,036 事業を継続する。

－ ○ １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ01 12 02 01 01 01 01 40,393

　街区形成に必要な街区点及 40,393

び画地点を現地に設置するほ 8,321

01 建築物等補償事業費　（まちづくり区画整理室）

建築物等補償事業費

任
意

129,151 令和１５年度換地処分に向け積極的

497,759 に事業を進める。

－ ○ ２ ○ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ01 12 02 01 02 01 01 742,126

　

戸

新曽第一土地区画整理

田

事業 177,968

に

市

影響する建物・工作物

施

等の 11,377

策

01 宅地整備事業

評

　（まちづくり区画整

価

理室）

シート

宅地整備事業

任
意

作

241,564 令和１

成

５年度換地処分に向け

日

積極的

1,263,9

令

32 に事業を進める。

和

○ ○ ２ ○ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ0

 

1 12 02 01 03 0

6

1 01 1,360,0

年

36

　事業区域91.

 

2ha内の道路築 15

6

5,452

造等を実施

月

する。また、北戸 24

2

,769

01

1

長期債元金　（まちづ

日

くり区画整理室）

作成部

長期債

局

元金

任
意

163,40

名

1

284,028

－ －

都

１ ○ － － － － 予01 1

市

2 03 01 01 01 0

整

1 284,068

※予
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備

46

未設定） 195

部

01 予備費　（

担

まちづくり区画整理室

当

）

部局名

予備費

任
意

0

200

－

５

－ １ ○ － － － － 予01

．

15 04 01 01 01

事

01 200

※予算編成

務

用シート（指標等 20

事

0

未設定） 65

業の検討 【

R5決算

特

額 R6計画額 R7予算

別

額
計（千円） 事業費 1

会

,091,923 2,

計

957,394 3,6

】

04,706
うち一般

（

財源 908,318 1

単

,077,071 1,

位

044,286

事業の

：

方向性： １現状で継続

千

　 ２拡大して継続 ３縮

円

小して継続　　　４他

）

事業と統合　　　５休

事

止　　　６その他見直

務

し

７令和7年度で終了

事

８令和6年度で終了 ９

業

令和5年度で終了

評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

01 調査設計費　（まちづくり区画整理室）

調査設計費

任
意

24,920 適切な土地区画整理事業推進のため

23,529 事業を継続する。

－ ○ １ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ01 15 02 01 01 01 01 18,795

　街区形成に必要な街区点及 18,795

び画地点を現地に設置するほ 13,782

01 建築物等補償事業費　（まちづくり区画整理室）

建築物等補償事業費

任
意

190,791 計画的な移転を実施し、事業を進め

541,262 る必要がある。

－ ○ ２ ○ Ａ Ａ Ｂ Ａ Ａ01 15 02 01 02 01 01 819,872

　新曽第二土地区画整理事業 155,244

に影響する建物・工作物等の 11,832

01 宅地整備事業　（まちづくり区画整理室）

宅地整備事業

任
意

165,789 計画的に工事を実施し事業を進める

132

戸

,576 必要がある。

田

○ ○ ２ ○ Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ａ0

市

1 15 02 01 03 0

施

1 01 179,896

策

　事業区域40.5h

評

a内の道路築 52,9

価

07

造及び橋梁整備等

シ

を実施する 17,74

ー

8

01 長期債

ト

元金　（まちづくり区

作

画整理室）

成日 令

長期債元金

任

和

意

144,368

14

 

4,368

－ － １ ○ －

6

－ － － 予01 15 03

年

01 01 01 01 14

 

4,368

※予算編成

6

用シート（指標等 14

月

4,368

未設定） 1

2

95

01 長期

1

債利子　（まちづくり

日

区画整理室）

作成部

長期債利子

局

任
意

1,147

945

名

－ － １ ○ － － － － 予0

都

1 15 03 01 02 0

市

1 01 746

※予算編

整

成用シート（指標等 7
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作物を栽培する取組みを

　循環型社会の推進に向けては、より一層の3Rへの取組みを進 継続する。

める必要がある。  河川の水質調査は、県や近隣市の水質調査による推定ができ

ることから、市の独自調査は令和４年度までとし、以後は、市

内２か所で実施している埼玉県のデータをもとに評価すること

とした。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 6年 6月18日 作成部局名 環境経済部 担当部局名 水安全部

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

環境課

06
都市環境と自然環境が調和したまち

総務課

27
生活環境の保全

河川課

環境に配慮した取り組みを推進することで、快適な生活環境の保全を図ります。

リサイクル推進事業

環境企画調整事業

環境質調査事業

温暖化対策推進事業

温室効果ガス排出量の削減 温室効果ガス排出量の削減率
％ 32.5 8 11 13.9 11.7

率 (平成25年度（2013年度）比 )

一般廃棄物のリサイクル率 排出された一般廃棄物のリサイクル率
％ 23.5 18.1 19.7 18.7 19.2

(ごみ処理基本計画 )

河川の水質の環境基準達成 水質状態を示すBODの環境基準達成率
％ 50以上 50 55.5 63.8 100

率 (BOD（生物化学的酸素要求量） )

　温室効果ガス排出量の削減率については、国・県計画と方向 　温室効果ガス排出量削減に向けて、市民・事業者に対し補助

性を一にするため、令和６年３月に市計画を改定し、目標値を 金を交付し、再生可能エネルギー、省エネルギー設備の導入を

引き上げた。　 促す。

　結果、市全域で発生する温室効果ガスの排出量をより低く抑 　市も計画の推進主体として、公共施設への太陽光発電設備等

える必要が生じることから、市は、市民・事業者をサポートし の導入調査、公用車の電動車化等を実施する。

ながら、自らが率先して脱炭素施策を推進することが求められ 　循環型社会を推進するため、家庭から出る生ごみと花苗を交

る。 換し、生ごみから作成した堆肥により
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別収集し、焼 2,860

02 環境企画調整事業　（環境課）

環境企画調整事業

任
意

14,445 環境事業の進行管理や社会情勢に応

19,224 じた事業の見直しを図ることが、脱

－ － ４ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ01 01 04 03 01 02 01 48,570 炭素や生活環境保全に繋がることか

本市の環境の保全・創出のた 42,979 ら、重点的に事業を進める。また、

め、事務全般、情報整理、啓 21,193 温暖化対策推進事業と統合する。

03 環境質調査事業　（環境課）

環境質調査事業

法
定

3,486 事業内の任意である調査について検

9,768 討を行う。

－ － １ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ 法01 01 04 03 01 03 01 9,768

市内幹線道路から生じる騒音 9,379

等の測定、特定外来生物等の 6,696

04 温暖化対策推進事業　（環境課）

温暖化対策推進事業

義
務

25,197 補助制度の実施や拡充により、施策

43,032 指標の温室効果ガス排出量の削減に

○ ○ ８ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 終01 01 04 03 01 04 01 0 寄与するものであるため、環境企画

再生可能エネルギー及び省エ 0 調整事業へ統合する。

ネルギー設備機器並びに次世 0

98 常時監視測定事業　（環境課）

常時監視測定事業

戸

任
意

3,143 埼玉県

田

の測定データがあるた

市

め、市

0 独自での測定

施

を令和４年度までとし

策

－ － ９ Ｂ Ａ Ａ Ａ 終97

評

01 04 03 01 98

価

97 0 、令和５年度に

シ

測定機器を撤去した

市

ー

内各所における大気等

ト

の現 0 。

状を把握する

作

とともに、現状 0

成日 令和 6年 6月18日 作成部局名 環境経済部 担当部局名 水安全部

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０６年度（事業費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０６年度（人件費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

【企画財政部コメント】

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

　取組み指標の一部で改善が見られなかった項目もあるが、全体としては目標に向け予定通
り進捗している。
　温室効果ガス排出量の削減については、今年度の目標見直しにより、一層高い目標値を設
定することになる。

Ｂ

374,108 ↓ 360,422 → 360,422 → 360,422
　脱炭素社会の実現に向け、市民・事業者が取組むべき取組みをサポートするため、財政面でも支援する必要があることから、補助金制度
を社会的情勢などを考慮し精査を行うとともに、事務事業の統合を図る。

30,750 → 30,750 → 30,750 → 30,750
　脱炭素社会の実現に向け、市民・事業者への意識啓発や支援の対応に加え、公共施設への太陽光発電設備の設置などを進捗管理する職員
を配置する必要がある。

01 リサイクル推進事業　（環境課）

リサイクル推進事業

義
務

296,077 ごみの減量とリサイクルの推進のた

302,084 め、継続して実施する。

－ － １ ○ Ａ Ａ Ａ Ａ 義01 01 04 02 02 01 01 302,084

家庭ごみの中で、リサイクル 270,035

可能なものを分
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済部 担当部局名 水安全部

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

03 河川維持管理費　（河川課）

（再掲）河川維持管理費

任
意

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 01 08 03 01 03 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

市が管理する河川・水路・排 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

水施設等については、各施設 ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

R5決算額 R6計画額 R7予算額
計（千円） 事業費 342,348 374,108 360,422

うち一般財源 303,947 336,079 322,393

事業の方向性： １現状で継続　 ２拡大して継続 ３縮小して継続　　　４他事業と統合　　　５休止　　　６その他見直

戸

し

７令和7年度で終了

田

８令和6年度で終了 ９

市

令和5年度で終了

施策評価シート

作成日 令和 6年 6月18日 作成部局名 環境経
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済部 担当部局名 水安全部

５．事務事業の検討 【特別会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

01 水洗化普及促進事業　（総務課）

（再掲）補助斡旋事業

任
意

＜（再掲）について＞

本事業は、他の施策を主たる施策として構成する事

01 03 03 01 02 01 01 務事業ですが、一部が本施策にも寄与するため「再

既存のくみ取り便所等を水洗 掲の事務事業」として、参考に掲載しています。

便所に改造する者に対し、５ ※事業内容は、当該事務事業評価シートを参照

R5決算額 R6計画額 R7予算額
計（千円） 事業費

うち一般財源

事業の方向性： １現状で継続　 ２拡大して継続 ３縮小して継続　　　４他事業と統合　　　５休止　　　６その他見直し

７令和7年度で終了 ８令和6年度で終了 ９令和5年度で終了

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 6年 6月18日 作成部局名 環境経
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るが、

公益性の高い団体やボランティア・市民活動に参加する市民の さらなるWi-Fi環境を整備していく必要がある。

全体数を増やすための支援をしていく必要がある。 ボランティア・市民活動支援センターの運営により、市民活動

さらに、相互理解のため、多文化共生の推進を更に進めていく 団体の拠点となり、さらなる市民活動の活性化を図っている。

必要がある。 社会課題の解決に向けて活動する市民活動団体が活用できる補

地域におけるイベントによる、地元への愛着の醸成もさらに取 助金として、共創のまちづくり補助金制度を開始した。

り組んでいく必要がある。 計画期間を令和５年度から１２年度までとした、第２次戸田市

多文化共生推進計画を策定し施策の推進を図っている。

戸田ふるさと祭りは、市民が企画、運営にかかわる協働による

祭りとし、市民が発表できるステージや戸田音頭による流し踊

りなどを実施することで、さらなるふるさと意識の醸成を図る

。

戸田市 施策評価シート

作成日 令和 6年 6月14日 作成部局名 市民生活部 担当部局名 環境経済部

１．施策の位置づけ ＜PLAN＞
担当課

基本目標 担当課

担当課

関係課

施　　策 関係課

関係課

施策の目的

２．施策の主な取り組み ＜DO＞
取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

取り組み

３．施策の指標における成果（主な指標）＜CHECK＞
指標の説明 達　成　値

指標名 単位 目標値
( 算　定　式 ) 当初値 Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

その他施策の取組事項に

係る成果

４．施策の展開 ＜ACTION＞

課 対

応

題 策

協働推進課

07
活力にあふれ人が集い心ふれあうまち

文化スポーツ課

32
市民活動の活性化と地域交流の促進

経済戦略室

町会・自治会活動や市内における市民活動が活性化し、様々な人が地域活動に参加することで、地域課題の解決に取り組め

るように、地域コミュニティを支援する体制の充実を図ります。また、戸田市への愛着が醸成されるよう、戸田ふるさと祭

りの開催や国内外の都市との交流を促進します。

市民交流事業

在住外国人支援事業

地域コミュニティ推進事業

市民活動推進事業

地域の活動に参加している 参加したと回答した市民の割合
％ 42.6 42.3 32.7 -　　 39.1

人の割合 (市民意識調査 )

ボランティア・市民活動支 登録された活動団体数
団体 171以上 171 169 171 184

援センター登録団体数

多文化共生推進計画の進捗 計画の具体的な施策の進捗率
％ 100 79 100 95 100

率

現在、市内の地域コミュニティについては、既存の町会・自治 町会連合会を中心に、町会・自治会の加入促進や負担軽減に取

会を中心として形成されているが、町会・自治会において、加 組んでいる。活性化への支援として、町会会館等がWi-Fi環境

入率の減少や、担い手の高齢化などが課題となっている。 を備え、人が集まる拠点となるよう、機器の購入、工事費、通

また、テーマコミュニティについては、自立して活動している 信料の補助金を令和６年度までの時限措置として実施す
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市民交流事業

任
意

15,261 より魅力ある祭りとなるよう開催内

52,432 容や実施体制を検討していく。令和

－ ○ ４ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 02 01 13 01 01 46,107 ６年度以降は、友好都市交流事業、

市民との協働により、戸田ふ 46,107 （考え方１）市民憲章推進事業を統

るさとまつりを開催する。国 27,954 合し、市民交流事業を推進する。

在住外国人支援事業

任
意

20,671 第２次戸田市多文化共生推進計画の

20,671 策定に基づき、多文化共生の地域づ

－ ○ １ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ02 01 02 01 13 01 02 24,171 くりを推進していく。

日本人市民と外国人市民が多 22,631

文化共生の理念を持ち、共に 4,551

友好都市交流事業

任
意

9,712 国内外友好・姉妹都市との交流が行

0 われるよう庁内・外と連携を密にし

－ － ９ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ 終98 01 02 01 13 01 98 0 ていく。令和６年度以降は市民交流

オーストラリアリバプール市 0 事業へ統合する。

、中国開封市、福島県白河市 0

02 協働推進事業　（協働推進課）

地域コミュニティ推進事業

任
意

39,541 町会・自治会活動の活性化に向けて

59,098 、講座や情報提供などの支援や、財

○ ○ ２ ○ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ Ａ02 01 02 01 1

戸

3 02 02 60,85

田

8 政的な支援を行う。

市

市内には４７の町会・

施

自治会 45,456

が

策

あり、市民の半数が加

評

入す 26,004

価

03 市民活動推進

シ

事業　（協働推進課）

ート

作

市

成

民活動推進事業

任
意

4

日

2,318 共創のまち

令

づくり補助金制度が市

和

民

37,223 活動団

 

体に活用しやすいもの

6

となる

○ ○ １ ○ Ａ Ｂ Ｂ

年

Ｂ Ａ01 01 02 01

 

13 03 01 37,2

6

23 よう、申請サポー

月

トや制度の見直し

市民

1

活動推進基本方針に基

4

づ 35,423 など随

日

時行う。

き、ボランテ

作

ィア・市民活動 7,1

成

51

部局名 市民生活部 担当部局名 環境経済部

○結果と今後の方向性

進捗状況
（Ａ躍進中、Ｂ予定通り、Ｃ遅れ気味） 説　明

（総評）

今後の方向性（予算） 令和０６年度（事業費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

今後の方向性（人員） 令和０６年度（人件費総額） 令和０７年度 令和０８年度 令和０９年度
（↑増加、→維持、↓削減）

説明

【企画財政部コメント】

５．事務事業の検討 【一般会計】 （単位：千円）

事務事業評価の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

町会・自治会の活性化の支援や負担軽減を引き続き実施する。新型コロナウィルス感染症が
第５類に移行したことに伴い、町会・自治会活動、市民活動団体による活動が徐々に活発化
した。令和５年度から始まった第２次戸田市多文化共生推進計画を着実に進めた結果、計画
の進捗率は、１００％となっている。ふるさと祭りは、コロナ禍以前に戻し盛大に実施した

Ｂ
結果、前回の来場者数４万２千人から９万７千人と大幅に増加した。

321,938 ↑ 322,937 ↓ 319,437 → 319,437
市民交流事業では、令和６年度に中国開封市との友好都市締結４０周年を迎えることから、代表団を派遣するため、予算については増加す
る。また、町会会館等にWi-Fi環境の整備を引き続き実施していく。

71,186 → 71,186 → 71,186 → 71,186
ふるさと祭りに係る市民交流事業や、町会・自治会支援、地域担当職員制度に係る地域コミュニティ推進事業など、他律的で業務量の非常
に多い事業を含んでおり、効率化を図りながらも、人員については維持の方向性とする。

01 市民交流事業　（協働推進課）
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活

01 農政対策事

部

業　（経済戦略室）

担当

（再掲）

部

農政対策事業

任
意

＜（

局

再掲）について＞

本事

名

業は、他の施策を主た

環

る施策として構成する

境

事

01 01 06 01 0

経

1 01 01 務事業です

済

が、一部が本施策にも

部

寄与するため「再

・農

５

地転用の届出や受理済

．

証 掲の事務事業」とし

事

て、参考に掲載してい

務

ます。

明書の発行、農

事

地利用状況調 ※事業内

業

容は、当該事務事業評

の

価シートを参照

検討 【一般会

R5

計

決算額 R6計画額 R7

】

予算額
計（千円） 事業

（

費 280,300 32

単

1,938 322,9

位

37
うち一般財源 26

：

6,746 303,0

千

92 304,091

事

円

業の方向性： １現状で

）

継続　 ２拡大して継続

事

３縮小して継続　　　

務

４他事業と統合　　　

事

５休止　　　６その他

業

見直し

７令和7年度で

評

終了 ８令和6年度で終

価

了 ９令和5年度で終了

の結果 担当部局の評価

大
事
業

中
事
業

事務事業名

事
業
区
分

R5決算額

強
靱
化
計
画

総
合
戦
略

事
業
の
方
向
性

実
施
計
画
候
補

評価結果
施
策
内
優
先
度

事業コード R6予算額 施
策
へ
の
貢
献
度

経
費
水
準

事
業
手
法

受
益
・
負
担
の
公
平
性

事業費R コメント
7

事業内容 うち一般財源計
画
額 人件費

04 ＳＤＧｓ共創基金積立金　（協働推進課）

ＳＤＧｓ共創基金積立金

任
意

13,267 軽自動車税の種別割のうち１０％を

13,285 SDGs共創基金積立金として積み立て

－ － １ ○ － － － － 予01 01 02 01 13 04 01 13,285 る。

「共創のまちづくり補助金」 13,285

をはじめ、庁内で実施してい 1,300

01 笹目コミュニティセンター管理運営費　（協働推進課）

笹目コミュニティセンター管

任
意

78,111 地域コミュニティ活性化の拠点とし

理運営費 77,763 て、適切に運営していく。

○ ○ １ ○ Ｂ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ01 01 02 01 18 01 01 77,763

指定管理者である笹目コミュ 77,715

ニティ協議会によるセンター 3,251

02 新曽南多世代交流館管理運営事業　（協働推進課）

戸

新曽南多世代

田

交流館管理運営

任
意

6

市

1,419 地域コミュ

施

ニティ活性化の拠点と

策

し

事業 61,466 て

評

、適切に運営していく

価

。

○ ○ ２ ○ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

シ

01 01 02 01 18

ー

02 01 63,530

ト

指定管理者制度の導入

作

により 63,474

、

成

より多くの市民に施設

日

を活 975

0

令

2 スポーツ推進事業　

和

（文化スポーツ課）

 6

（再掲）

年

スポーツ推進事業

任
意

 

＜（再掲）について＞

6

本事業は、他の施策を

月

主たる施策として構成

1

する事

01 01 10 0

4

5 01 02 01 務事業

日

ですが、一部が本施策

作

にも寄与するため「再

成

スポーツ推進全般に係

部

る事務 掲の事務事業」

局

として、参考に掲載し

名

ています。

。スポーツ

市

推進審議会やスポ ※事

民

業内容は、当該事務事

生

業評価シートを参照
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